	令和８年度　社会福祉法人指導監査　事前提出資料


指導監査年月日　令和　　年　　月　　日

法 人 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（記入担当者）　　　　　　　　　　　　　　　　
（連絡先電話番号）　　　　　　　　　　　　　　　　
○事前提出資料確認表
	
	資　　料
	確　認

	１
	現況報告書【令和８年４月１日現在】　システム登録　□有　□無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　財務開示電子システムに登録し公開している場合は、提出不要
	

	２
	法人の組織体制図
	

	３
	定款およびその細則
	

	４
	経理規程およびその細則
	

	５
	評議員名簿、理事・監事名簿、評議員選任解任委員名簿、職員名簿
	

	６
	理事、監事および評議員の報酬等の支給基準
	

	７
	法人登記簿謄本、法人が所有または借用する土地・建物の登記簿謄本、国・地方公共団体の使用許可があることを確認できる書類または賃貸借契約書等の写し

（原則、監査実施日時点の法人や資産の状況が反映されているもの）
	

	８
	事業報告書【令和７年度】
	

	９
	社会福祉充実計画（※該当法人のみ）
	

	１０
	計算書類（注記を含む。）およびその附属明細書、財産目録【令和６年度、令和７年度】
※別紙に各書類の有無を記入し、併せてご提出ください。
	

	１１
	預貯金等及び借入金（金融機関のみ）の残高証明書（全部証明）の写し
【令和７年３月３１日現在、令和８年３月３１日現在】
	

	１２
	固定資産管理台帳【令和６年度、令和７年度】
	

	１３
	前回指導監査における指摘事項の対応状況
	


（注１）事前提出資料は、表紙＋本確認表（添付する資料の確認欄にチェック）＋１～１３の資料の順にセットし、
ホッチキス等で留めずに、１部提出してください。

（注２）１～１３の資料中、あらかじめ製本されているものがある場合は、当該資料のみ２部ご提出ください。
（別紙）計算関係書類提出確認表
令和６年度決算分
※該当する事由がなく、作成を省略している書類は提出不要です。

	書類名
	様式
	確認欄

	１　計算書類

	
	(1)資金収支計算書
	第１号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は資金収支内訳書
	
	第２様式
	有　・　無

	
	※社会福祉事業のみの法人は第２様式、拠点区分が１つの法人は第２様式と第３様式省略可（（２）（３）も同様）
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(2)事業活動計算書
	第２号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は事業活動支内訳書
	
	第２様式　　　　
	有　・　無

	
	　
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	　
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(3)貸借対照表
	第３号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は貸借対照表内訳表
	
	第２様式
	有　・　無

	
	　
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	　
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(4)計算書類に対する注記
	別紙１（法人全体用）
	有　・　無

	
	※拠点区分用は、拠点区分が一つの法人は省略できます。
	別紙２（拠点区分用）
	有　・　無

	２　附属明細書

	　　
	(5)借入金明細書
	別紙３①
	有　・　無

	
	(6)寄附金収益明細書
	別紙３②
	有　・　無

	
	(7)補助金事業等収益明細書
	別紙３③
	有　・　無

	
	(8)事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	別紙３④
	有　・　無

	
	(9)事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
	別紙３⑤
	有　・　無

	
	(10)基本金明細書
	別紙３⑥
	有　・　無

	
	(11)国庫補助金等特別積立金明細書
	別紙３⑦
	有　・　無

	
	(12)基本財産及びその他の固定資産の明細書
	別紙３⑧
	有　・　無

	
	(13)引当金明細書
	別紙３⑨
	有　・　無

	
	(14)拠点区分資金収支明細書
	別紙３⑩
	有　・　無

	
	(15)拠点区分事業活動明細書
	別紙３⑪
	有　・　無

	
	(16)積立金・積立資産明細書
	別紙３⑫
	有　・　無

	
	(17)サービス区分間繰入金明細書
	別紙３⑬
	有　・　無

	
	(18)サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	別紙３⑭
	有　・　無

	
	(19)就労支援事業別事業活動明細書
	別紙３⑮
	有　・　無

	
	(20)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑮－2
	有　・　無

	
	(21)就労支援事業製造原価明細書
	別紙３⑯
	有　・　無

	
	(22)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑯－2
	有　・　無

	
	(23)就労支援事業販管費明細書
	別紙３⑰
	有　・　無

	
	(24)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑰－2
	有　・　無

	
	(25)就労支援事業明細書
	別紙３⑱
	有　・　無

	
	(26)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑱－2
	有　・　無

	
	(27)授産事業費用明細書
	別紙３⑲
	有　・　無

	
	(28)固定資産管理台帳
	-
	有　・　無

	３　その他

	　
	(29)財産目録
	別紙４
	有　・　無


令和７年度決算分
※該当する事由がなく、作成を省略している書類は提出不要です。
	書類名
	様式
	確認欄

	１　計算書類

	
	(1)資金収支計算書
	第１号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は資金収支内訳書
	
	第２様式
	有　・　無

	
	※社会福祉事業のみの法人は第２様式、拠点区分が１つの法人は第２様式と第３様式省略可（（２）（３）も同様）
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(2)事業活動計算書
	第２号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は事業活動支内訳書
	
	第２様式　　　　
	有　・　無

	
	　
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	　
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(3)貸借対照表
	第３号
	第１様式（法人単位）
	有　・　無

	
	※第２様式、第３様式は貸借対照表内訳表
	
	第２様式
	有　・　無

	
	　
	
	第３様式（事業区分）
	有　・　無

	
	　
	
	第４様式（拠点区分）
	有　・　無

	
	(4)計算書類に対する注記
	別紙１（法人全体用）
	有　・　無

	
	※拠点区分用は、拠点区分が一つの法人は省略できます。
	別紙２（拠点区分用）
	有　・　無

	２　附属明細書

	　　
	(5)借入金明細書
	別紙３①
	有　・　無

	
	(6)寄附金収益明細書
	別紙３②
	有　・　無

	
	(7)補助金事業等収益明細書
	別紙３③
	有　・　無

	
	(8)事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
	別紙３④
	有　・　無

	
	(9)事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
	別紙３⑤
	有　・　無

	
	(10)基本金明細書
	別紙３⑥
	有　・　無

	
	(11)国庫補助金等特別積立金明細書
	別紙３⑦
	有　・　無

	
	(12)基本財産及びその他の固定資産の明細書
	別紙３⑧
	有　・　無

	
	(13)引当金明細書
	別紙３⑨
	有　・　無

	
	(14)拠点区分資金収支明細書
	別紙３⑩
	有　・　無

	
	(15)拠点区分事業活動明細書
	別紙３⑪
	有　・　無

	
	(16)積立金・積立資産明細書
	別紙３⑫
	有　・　無

	
	(17)サービス区分間繰入金明細書
	別紙３⑬
	有　・　無

	
	(18)サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
	別紙３⑭
	有　・　無

	
	(19)就労支援事業別事業活動明細書
	別紙３⑮
	有　・　無

	
	(20)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑮－2
	有　・　無

	
	(21)就労支援事業製造原価明細書
	別紙３⑯
	有　・　無

	
	(22)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑯－2
	有　・　無

	
	(23)就労支援事業販管費明細書
	別紙３⑰
	有　・　無

	
	(24)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑰－2
	有　・　無

	
	(25)就労支援事業明細書
	別紙３⑱
	有　・　無

	
	(26)　　　〃　　　（多機能型事業所等用）
	別紙３⑱－2
	有　・　無

	
	(27)授産事業費用明細書
	別紙３⑲
	有　・　無

	
	(28)固定資産管理台帳
	-
	有　・　無

	３　その他

	　
	(29)財産目録
	別紙４
	有　・　無



前回指導監査における指摘事項の対応状況

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　
	指摘事項
	改善状況
	未改善の場合、その理由

	【文書指摘事項】
１　

２　

【口頭指摘事項】

１　
２　


	
	


（注）改善状況がわかる資料の添付は必要ありませんが、監査では必要に応じて改善状況を確認します。

○指導監査当日に準備すべき書類

【法人運営管理に関するもの】

１　定款変更に係る申請書・届出書、所轄庁の変更認可書

２　就業規則、給与規程等関係規程類

３　評議員の選任に関する書類（履歴書、誓約書、就任承諾書等）
４　評議員選任・解任委員会の資料、議事録等

５　評議員会議事録、評議員会招集通知

６　評議員（理事）全員の同意が確認できる書類（決議の省略を行った場合）

７　理事・監事の選任に関する書類（履歴書、誓約書、就任承諾書等）
８　理事会議事録、理事会招集通知
９　決議に特別の利害関係を有する評議員（理事）がいるかを法人が確認した書類

10　理事に委任する事項を定める規程等

11　監事による監査報告、監査報告の内容の通知

12　理事、監事および評議員の報酬等の支払いの内容が確認できる書類

13　監事の報酬等の具体的な配分の決定が行われたことおよびその決定内容を記録した書類
14　法人の事業内容（地域における公益的取り組みの内容を含む。）が確認できる書類（事業報告等）

15　登記手続（資産総額、それ以外の登記事項変更）の関係書類等
16　職員の任免に関する規程、辞令または職員の任免について確認できる書類

17　苦情解決に関する書類（担当者の任命に関する書類、規程類、苦情処理記録等）

18　第三者評価の結果報告書
19　内部管理体制にかかる関係規程

20　会計監査人候補者の選定に関する書類
21　会計監査人の選任および解任ならびに再任しないことに関する議案について監事の過半数の同意を証する書類（理事会の議事録に記載がない場合）
22　会計監査報告、会計監査報告の通知
23　会計監査人の報酬について監事の過半数の同意を証する書類（理事会の議事録に記載がない場合）
（19～23は会計監査人を設置した場合のみ）
【会　計】

１　計算書類等に関して所轄庁への提出がわかる資料

２　経理規程等に定められた会計帳簿（主要簿、補助簿、その他の帳簿）（固定資産管理台帳を除く。）
３　預金通帳・預金証書、小口現金、収納分現金（現金については、監査実施場所の拠点分のみ）

４　会計伝票および証憑等

５　資産の管理運用に関する規程等（業務分担を含む。）
６　会計責任者、出納職員等の任命について確認できる書類（辞令等）

７　資金収支予算書

８　資金の借入れに係る理事長の決裁文書、借入契約書等

９　入札および随意契約に関する書類（入札経緯、入札結果、見積書、契約書等）

10　寄附の受入れに関する書類（寄附申込書、領収書、寄附金台帳等）

11　株式の保有および取引の状況を確認できる書類

12　資産の時価評価の必要性の有無を判定している資料

13　引当金の計上の必要性の有無を検討している資料

14　その他、経理規程等に定めるところにより会計処理等が行われていることが確認できる書類
15　社会福祉充実計画の作成・承認に関する書類
（注１）上記資料で拠点区分ごとに作成・保管されているものについては、原則、全ての拠点区分の資料を監査場所に準備ください。
（注２）令和６年度～令和７年度の書類をご準備ください。

（注３）上記以外の書類についても、必要に応じて確認することがあります。

（注４）監査当日に、必要に応じてコピーをいただく場合があります。

※第１～３号：「社会福祉法人会計基準」（平成２８年３月３１日号外厚生労働省令第７９号）令和３年１１月１２日最終改正


※別紙１～４：「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成２８年３月３１日厚児発０３３１第１５号・社援発０３３１第３９号・老発０３３１第４５号　局長連名通知）令和３年１１月１２日最終改正





※第１～３号：「社会福祉法人会計基準」（平成２８年３月３１日号外厚生労働省令第７９号）令和３年１１月１２日最終改正


※別紙１～４：「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成２８年３月３１日厚児発０３３１第１５号・社援発０３３１第３９号・老発０３３１第４５号　局長連名通知）令和３年１１月１２日最終改正
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